様式第1号(第8条関係)
　　　　年　　月　　日
(宛先)志摩市長

	申請者
	住　　　　所：
	

	
	氏名又は名称：
	

	
	代表者職氏名：
	

	
	生年月日（年齢）：
	大・昭・平　　　年　　月　　日（　　　歳）

	連絡先
	電話番号：
	

	
	E-mail　　　：
	



エントリーシート

[bookmark: _GoBack]　志摩市を元気にする創業支援補助金交付要綱(以下｢要綱｣という｡)第8条の規定により、エントリーシートに関係書類を添えて提出します。なお、要綱第6条の要件を確認するに当たり、必要に応じ、市が私（当社）の住民登録情報を担当課で確認することに同意します。

１．基 礎 情 報
	申請業種
	
	創業等希望時期
	　　　年　　月頃

	開業予定地
	
	開業予定形態
	個人 ・ 法人

	創業等の目的・動機
	

	創業種別と
経営経験
	
	新規創業（事業を経営したことはない）

	
	
	新規創業（事業を経営していたが、現在はやめている）

	
	
	第二創業（現在、異業種の事業を経営している）

	現在、経営している事業内容（第二創業のみ記載）
	

	創業等をしようとする事業に関する経験
	期　間
	略　　歴

	
	年 　月～　 　年 　月
	

	
	年 　月～　 　年 　月
	

	
	年 　月～　 　年 　月
	

	
	年 　月～　 　年 　月
	

	創業等をしようとする業種に関する資格
	資　　　　格
	なし

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	創業等をしようとする事業に必要となる許認可
 (必要な許認可がある場合は、その名称を記載し、取得済か否か記載)
	許認可名称
	取得状況
	なし

	
	
	済・未
	

	
	
	済・未
	

	
	
	済・未
	

	補助金の加算項目
（要綱第6条の加算項目に該当する場合は、○を記載してください）
	
	若者
	満39歳以下の者

	
	
	移住者
	1年以内に本市に転入した者、又は6箇月以
上市外に住所を有する者で創業等により転入
を行う予定の者

	
	
	空き店舗活用
	3箇月以上使用されていない物件を活用予定

	
	
	スタートアップ
	革新的なビジネスモデルを活用した事業を行う予定



２．事 業 内 容
	主な取扱品、
サービス
	

	具体的な事業内容
	

	要綱別表第１のうち該当する事業を1つ記入し、該当する理由を記載してください。
	（該当分野）＊該当する項目に☑をすること
· 観光資源を活用した事業
· 地域で生産される物の地産地消を推進する事業
　□ デジタル技術を活用した事業
　□ ビジネスプランコンテストで受賞実績がある事業
　□ 革新的なビジネスモデルを活用した事業

	
	（理由）＊「地域で生産される物の地産地消を推進する事業」に
該当する場合は、取り扱う産品も記入すること。


	事業のセールス
ポイント
（自社の強みや他社との差別化等）
	

	申請事業の
従業員数（予定）
	　　　　　　　人（申請者を含む）




３．資 金 計 画
	
	方　　　　法
	金　　額

	資金調達
	自己資金
	万円

	
	親、兄弟、友人等からの借入
	万円

	
	政府系金融機関等からの借入
	万円

	
	民間金融機関からの借入
	万円

	
	補助金等（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	万円

	
	そ の 他（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	万円

	
	【合計】
	万円






	
	主な必要経費
	金　　額

	設
備
資
金
	
	万円

	
	
	万円

	
	
	万円

	
	
	万円

	
	1 【小計】
	万円

	運
転
資
金
	
	万円

	
	
	万円

	
	
	万円

	
	
	万円

	
	2 【小計】
	万円

	【合計（①＋②）】
	万円



４．事業スケジュール
	実施時期
	具体的な実施計画

	1年目
	

	2年目
	

	3年目
	




５．収 支 計 画（月平均）
	
	創業当初
	創業3年後
	売上高・仕入高・経費の根拠を書いてください

	売 上 高　①
	万円
	万円
	【創業当初】











【創業３年後】






	仕 入 高　②
	万円
	万円
	

	経　　　費
	人　件　費
	万円
	万円
	

	
	家　　　賃
	万円
	万円
	

	
	支払利息
	万円
	万円
	

	
	そ　の　他
(通信費・光熱水費・消耗品費等)
	万円
	万円
	

	
	計　③
	万円
	万円
	

	利益
（①－②－③）
	万円
	万円
	



添付書類
○資格を証明する書類の写し(創業等に際して法律に基づく資格が必要な場合に限る。)
〇創業予定地が確認できる書類
〇要綱第6条第3号に該当する場合は、空き店舗確認書(様式第2号)
○その他市長が必要と認める書類
